
（注）１枚を４分割して表示しています。
1/4 資料３－４

第五次計画ロジックモデル

番号 番号 番号 番号

第1章　がん教育とがん予防

1 個別施策 指標 データソース 1 初期アウトカム 指標 データソース

1

県は、市町村やがん診療連携拠点病院等がん専門医療機

関、企業等と連携して、がんに関する情報を、様々な広報

媒体（県広報誌「ひばり」、県ホームページ、新聞、ラジ

オなど）を活用し、広く県民の方々に対し提供

県広報媒体による広報

回数

健康推進課の業務

資料

2 がん対策推進のための人材育成及び活動の推進

がん予防推進員養成講

習会開催回数・養成者

数

健康推進課の業務

資料

3

20歳代向けの啓発資材の作成・配布や大学生を対象とした

「子宮頸がんセミナー」を開催することにより、若い世代

に対する子宮頸がんの正しい知識の普及と検診の重要性を

周知

セミナーの開催回数・

受講者数

健康推進課の業務

資料

2 喫煙率の減少 20歳以上の喫煙率 国民健康・栄養調査等

3
受動喫煙の機会があった非

喫煙者の減少

最近受動喫煙の機会が

あった非喫煙者の割合
国民健康・栄養調査等

4 野菜摂取量の増加
20歳以上の１日の野菜

摂取量
国民健康・栄養調査等

5 食塩摂取量の減少
20歳以上の１日の食塩

摂取量
国民健康・栄養調査等 1 中間アウトカム 指標 データソース

6 果物摂取量の増加

20歳以上の１日あたり

の果物（ジャムを除

く）摂取量

国民健康・栄養調査等 1 がんの予防 がん種別年齢調整罹患率 全国がん登録

7

生活習慣病のリスクを高め

る量を飲酒している者の減

少

1日当たりの純アル

コール摂取量が男性

40g以上、女性20g以上

の者の割合

国民健康・栄養調査等

8 運動習慣者の増加

1日30分以上の運動を

週2回以上、1年以上継

続している人の割合(運

動習慣者、２０歳以

上）

国民健康・栄養調査等

6 肝炎ウイルス検査の促進
肝疾患専門医療機関

数

肝炎対策実施状

況調査

7

９価ワクチンが定期接種化となったことを好機と捉え、

HPV ワクチンの接種が一層促進するよう、個別通知の充実

（複数回実施など）を市町村に働きかける

8

接種状況や市町村の個別通知等の取組状況を把握し、先進

的な取組みについて市町村間で共有するとともに、HPV ワ

クチンに関する県民の情報発信を更に充実させることによ

り、接種率向上のための取組を推進していくよう努める

9
ＨＴＬＶ－１（ヒトＴ細胞白血病ウイルス－１型）の感染

予防対策の推進

第2章　がん検診と精度管理

2 個別施策 指標 データソース 2 初期アウトカム 指標 データソース

県は、市町村が行うがん検診のほか、職域や人間ドック等

を含めた県民のがん検診受診状況についてアンケート調査

などを実施し、職域等におけるがん検診の実態の把握に努

める。

胃がん検診受診率

市町村に対し、あらかじめ市町村検診の対象となる住民

（職域でがん検診を受診する機会のない者を含む）を把握

し、受診対象者の名簿を整備するよう働きかける。

肺がん検診受診率

2

「茨城県がん検診推進協議会」を開催し、市町村や関係機

関と連携して、がん検診の推進のための対策を協議してい

く。

大腸がん検診受診率

3

「住民検診推進部会」及び「職域検診推進部会」を開催

し、それぞれの部会において、受診率向上のための具体的

な方策を検討していく。

乳がん検診受診率

4

新型コロナウイルス感染症の流行による受診率への影響を

踏まえ、今後同様な事態が発生しても速やかに受診者の受

診行動を回復させることができるよう、平時より対応につ

いて検討していく。

施策検討 ― 子宮がん検診受診率

5

がん検診の重要性を普及させるため、使用可能な広報媒体

を活用した広報の充実を図るとともに、市町村や関係機関

と連携して、がん検診の推進のための啓発を重点的に行

う。

普及啓発キャンペーン

の実施回数

地域保健・健康増

進事業報告
胃がん精密検査受診率 2 中間アウトカム 指標 データソース

6 がん対策推進のための人材育成及び活動の推進

がん検診推進サポー

ター養成講習会開催回

数、養成者数

健康推進課の業務

資料
肺がん精密検査受診率 1 がんの早期発見

検診関連がんについて、限

局がんで発見された人の割

合

全国がん登録

7

市町村に対し、国による「受診率向上施策ハンドブック」

にならい、「ナッジ理論」に基づいた個別受診勧奨・再勧

奨の実施を働きかける。

受診勧奨実施市町村数
地域保健・健康増

進事業報告

大腸がん精密検査受診

率

乳がん精密検査受診率

子宮頸がん精密検査受

診率

1 分野アウトカム 指標 データソース

9

「茨城県生活習慣病検診管理指導協議会」各がん部会にお

いて、各検診機関の精度管理指標を精査し、必要に応じ市

町村や検診実施機関への指導を行い、検診精度の維持･向上

に努める。

がん検診追跡調査等事

業実施数

地域保健・健康増

進事業報告
1 がんによる死亡率減少

７５歳未満のがん（が

ん種別）による年齢調

整死亡率の減少（人口

10万人対）

国立がん研究セン

ターHP

10
検診機関及び精密検査医療機関の登録・更新を行い、検診

精度の確保に努める。

検診機関及び精密検査

医療機関の登録数

茨城県がん検診実

施指針

生活習慣病検診従事者

講習会の開催数

茨城県がん検診実

施指針

事業評価のための

チェックリスト評価数

事業評価のための

チェックリスト

D　各章の個別施策 C　各章の中間目標 B　各章の最終目標 A　全体目標

国民生活基礎調査

精密検査受診率の向上2 健康推進課の業務資料

3 がん検診精度の向上

がん発見率

偽陰性割合

地域保健・健康増進事

業報告

1 がん検診受診率の向上

10 HPVワクチン接種者の増加

9
肝炎ウイルス検査受診者数

の増加

肝炎ウイルス検査受検

者数

11 県は、精度管理の維持・向上に努める。

1
県民のがんのリスクに関す

る知識の習得

がんのリスクに関する

知識の習得割合(%)
アンケート調査

4 たばこ対策の推進

5 生活習慣・食生活改善の推進

1 施策検討 アンケート調査

受診勧奨実施市町村数
地域保健・健康増

進事業報告

8

県内事業者に対し、がん検診を受診する際の休暇制度等の

創設や、定期健康診断にがん検診の検査項目を追加するな

ど、従業員ががん検診を受けやすい環境の整備を働きかけ

る。

企業連携プロジェクト

実施数

優良企業・団体表

彰資料


未定稿につき取扱注意
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第五次計画ロジックモデル

番号 番号 番号 番号D　各章の個別施策 C　各章の中間目標 B　各章の最終目標 A　全体目標

第3章ーI　がん医療提供体制の整備

3 個別施策 指標 データソース 3 初期アウトカム 指標 データソース

1

必要な患者が適切なタイミングでがん遺伝子パネル検査等

及びその結果を踏まえた治療を受けられるよう、がんゲノ

ム医療の提供体制を整備

がんゲノム医療連携病

院数

がんゲノム医療中

核拠点病院等一覧

（厚生労働省）

2 がんゲノム医療提供体制の整備
がんゲノム医療拠点病

院数

がんゲノム医療中

核拠点病院等一覧

（厚生労働省）

3 がんゲノム医療提供体制の整備
がんゲノム医療連携病

院数

がんゲノム医療中

核拠点病院等一覧

（厚生労働省）

3

専従の放射線治療における

機器の精度管理、照射計画

の検証、照射計画補助作業

等に携わる専門的な知識及

び技能を有する常勤の医学

物理学に関する専門資格を

有する者の配置

現況報告 2

がん診療連携拠点病院は、

より質の高い手術療法を提

供するため、外科医の人員

不足を解消し、必要に応じ

て放射線療法や薬物療法の

専門医と連携するなど、各

医療機関の状況に合わせた

診療体制を整備

がん診療連携拠点病院

における手術療法実施

件数

現況報告

4

がん診療連携拠点病院

に薬物療法に係る専門

的な知識及び技能を有

する医療従事者

（薬剤師）

現況報告

がん診療連携拠点病院

における薬物療法実施

件数

現況報告

5

放射線治療に携わる

専門的な知識及び技

能を有する専従の常

勤医師数

現況報告

がん診療連携拠点病

院・地域がん診療病院

及び茨城県がん診療指

定病院（17施設）にお

けるがん患者指導管理

料ハの算定回数

茨城県がん診療連携協

議会調べ

6

県立中央病院は、筑波大学附属病院と連携を図り、がん診

療連携拠点病院等の医師、薬剤師、看護師などを対象とし

た研修会を開催し、手術療法や放射線療法、薬物療法な

ど、がん診療に専門的に携わる医療従事者を育成

研修会開催件数 実施資料

がん診療連携拠点病院

における放射線療法実

施件数

現況報告

7
がん診療連携拠点病院を中心に外来化学療法室の整備や継

続的レジメンを審査し管理する体制の整備

外来化学療法室を有

する拠点病院数
現況報告

拠点病院等（QI研究参

加施設）における手術

から放射線治療開始ま

での期間

茨城県がん診療連携協

議会　がん登録部会調

べ

3 中間アウトカム 指標 データソース

8

がんに係る野の認定看

護師の育成・配置

（緩和ケア、がん薬物

療法（化学療法）看

護、乳がん看護、がん

放射線療法看護）

現況報告 5 外来化学療法実施件数
外来腫瘍化学療法診療

料１の算定回数
NDBデータ 1

がん診療レベルの

向上

①がんの診断・治療全体の

総合的評価、

②一般の人が受けられるが

ん医療は数年前と比べて進

歩したと思う患者の割合

患者体験調査

9

がん診療連携拠点病院に特

定行為研修修了看護師の育

成・配置

現況報告 6
患者への病状説明及び治療

に関する意思決定の推進

がん診療連携拠点病

院・地域がん診療病院

及び茨城県がん診療指

定病院（17施設）にお

けるがん患者指導管理

料イの算定回数

茨城県がん診療連携協

議会調べ
2

治療選択について

の情報提供の充実

治療決定までに医療スタッ

フから治療に関する十分な

情報を得られた患者の割合

患者体験調査

10

がん診療連携拠点病院に医

科歯科連携による口腔管理

の提供体制の整備

現況報告 7
がんリハビリテーションの

実施

がん患者リハビリテー

ション料の算定回数
NDBデータ、 3 生存率の改善

５年相対生存率、５年実測

生存率

全国がん登録、院

内がん登録

11

がん診療連携拠点病院にリ

ハビリテーションに携わる

専門的な知識および技能を

有する医師を配置

現況報告 8
外来化学療法実施患者への

栄養指導の実施

外来栄養食事指導料

（注３）の届出を行っ

ているがん診療連携拠

点病院の数

NDBデータ

12

がん診療連携拠点病院にが

ん病態栄養専門管理栄養士

を配置

茨城県栄養士会提

供資料
9

妊孕性温存療法等の実施体

制の整備

最初の治療開始前に、

不妊の影響に関する説

明を受けたがん患者

（40歳未満）の割合

患者体験調査

13

妊孕性温存療法研究促進事業による、有効性等のエビデン

ス集積に協力しつつ、若いがん患者等が希望を持って治療

等に取り組み、将来こどもを持つことの希望をつなぐ取組

を支援

特性に応じた診療等提

供のがん診療連携拠点

病院数

現況報告 10
高齢者のがん医療支援体制

の整備

死亡場所で患者が受け

た医療に関し「患者の

不安をやわらげるよう

に医師・看護師・介護

職員は努めていた」と

思うとの回答割合

遺族調査

14

高齢者のがん医療における意思決定等について、一定の基

準のもと、患者とその家族の意思決定に沿って療養生活を

支援

地域連携体制構築のが

ん診療連携拠点病院数
現況報告

15 ＡＹＡ世代のがん医療支援体制の整備

自施設でAYA世代のが

ん患者の支援を行って

いる県内のがん診療連

携拠点病院数

現況報告

16

各がん診療連携拠点病院及び小児がん連携病院の医療ス

タッフが在宅医療に対する理解を一層深めるために、地域

で実際に在宅医療に携わる様々な職種（医師、歯科医師、

保健師、看護師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、ケアマネジャー、ヘルパー、栄養士など）との相

互交流ができる多職種による研修会を実施

多職種による研修実施

件数
実施資料

17 がん在宅医療連携体制の整備

末期のがん患者に対し

て在宅医療を提供する

医療機関数

医療計画作成支援

データブック

18 小児がん診療体制の整備 小児がん連携病院数 小児現況報告 1

小児がん連携病院は、標準

的治療が確立し均てん化が

可能ながん種について、小

児がん拠点病院と同等程度

の適切な医療を提供するよ

う努める

小児がん連携病院で治

療を受けた患者数
小児現況報告

19

小児がん患者の、晩期合併症等や二次がんのリスクへの対

応、移行期医療や診療の継続、就学や就労の支援体制の整

備

長期フォローアップ外

来を設置している小児

がん連携病院数

小児現況報告 2
長期フォローアップ外来の

利用患者数

小児がん連携病院にお

ける長期フォローアッ

プに関する相談件数

小児現況報告

チーム医療、がんのリハビリテーション、支持療法の推進

手術療法・放射線療法・薬物療法の診療体制の充実

がんゲノム医療に係る遺伝

子検査の実施

がんゲノムプロファイ

リング検査の算定回数
NDBデータ

5
がん在宅医療連携体制の整

備

がん患者の在宅死亡割

合

医療計画作成支援デー

タブック

3

4

1

がん診療連携拠点病院にお

ける薬物療法の実施

がん診療連携拠点病院にお

ける放射線療法の実施



（注）１枚を４分割して表示しています。
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第五次計画ロジックモデル

番号 番号 番号 番号D　各章の個別施策 C　各章の中間目標 B　各章の最終目標 A　全体目標

第3章ーII　がんと診断された時からの緩和ケアの推進

4 個別施策 指標 データソース 4 初期アウトカム 指標 データソース 4 中間アウトカム 指標 データソース

がん診療連携拠点病

院、地域がん診療病院

以外に在籍する医師の

緩和ケア研修会受講者

数

県健康推進課調べ

がん診療連携拠点病

院・地域がん診療病

院・茨城県がん診療指

定病院（17施設）にお

ける年間新入院がん患

者のうち、苦痛のスク

リーニングを実施した

患者の割合

茨城県がん診療連携協

議会　緩和ケア部会か

らの提供情報

1

身体的・精神的苦

痛を抱えるがん患

者の減少

①身体的な苦痛を抱えるが

ん患者の割合、

②精神心理的な苦痛を抱え

るがん患者の割合

患者体験調査

がん診療連携拠点病

院・地域がん診療病院

（10病院）に所属する

がん診療に携わる医師

の研修会受講割合

目標確認に用いる

データソース：茨

城県がん診療連携

協議会緩和ケア部

会からの提供情報

がん診療連携拠点病

院・地域がん診療病院

（10施設）における年

間新入院患者のうち、

緩和ケアチームが新規

で介入を行った患者の

割合

茨城県がん診療連携協

議会　緩和ケア部会か

らの提供情報

2

苦痛に対する適切

なケア・治療の普

及

医療者はつらい症状に速や

かに対応していたと感じる

割合

患者体験調査

2

都道府県がん診療連携拠点病院（県立中央病院）及びがん

診療連携拠点病院は、相互に協同しながら、県内緩和ケア

研修会修了者の質の維持・向上のため、フォローアップ研

修会を年1回以上開催する。

緩和ケア研修会フォ

ローアップ研修会の開

催回数

茨城県がん診療連

携協議会　緩和ケ

ア部会からの提供

情報

がん診療連携拠点病

院・地域がん診療病院

及び茨城県がん診療指

定病院（17施設）にお

けるがん患者指導管理

料ロの算定回数

茨城県がん診療連携協

議会緩和ケア部会から

の提供情報

身体的なつらさがある時に

すぐに医療スタッフに相談

ができると思う患者の割合

患者体験調査

3

がん診療連携拠点病院等は、所在する各二次医療圏におい

て、緩和ケア病棟や緩和ケアチームのスタッフ、診療所医

師、訪問看護師、薬剤師等が参加する多種職連携カンファ

レンスを定期的に開催し、活動報告や最新情報の共有、困

難事例の相談等を行うことで、地域における緩和ケア連携

体制の強化を図る。

各二次医療圏におい

て、多種職連携カン

ファレンスを年1回以

上、主催しているがん

診療連携拠点病院・地

域がん診療病院の数

がん診療連携拠点

病院等現況報告書

もしくは茨城県が

ん診療連携協議会

緩和ケア部会から

の提供情報

心のつらさがある時にすぐ

に医療スタッフに相談がで

きると感じている患者の割

合

患者体験調査

4

がん診療連携拠点病院等は、国立がん研究センターが主催

する地域緩和ケア連携調整員研修受講者の配置に努めると

ともに、地域緩和ケア連携調整員の活動を一層、推進する

よう努める。

がん診療連携拠点病

院・地域がん診療指定

病院（10病院）におけ

る地域緩和ケア連携調

整員の活動内容につい

て、報告・共有する場

を設ける

がん診療連携拠点

病院等現況報告書

もしくは茨城県が

ん診療連携協議会

緩和ケア部会から

の提供情報

5

緩和ケア専門診療支援病院（仮称）を位置づけ、専門的緩

和ケア資源を集中的に配置することで、二次医療圏の枠組

みを超えた緩和ケア対応や高度な緩和ケア医療（難治性疼

痛に対する神経ブロック等）の提供を目指す。

神経ブロック実施数:

L101-神経ブロック(神

経破壊剤又は高周波凝

固法使用)-腹腔神経叢

ブロック(神経破壊剤又

は高周波凝固法使用)の

件数

緩和的放射線照射の実

施数: M001-3(直線加

速器による放射線治療)

の2（1以外の場合）の

件数

2 分野アウトカム 指標 データソース

6
県民に対し、緩和ケアや医療用麻薬の適正使用に関する正

しい知識の普及啓発に努める。
4

県民の緩和ケアや医療用麻

薬に関する理解度向上

県民の緩和ケアや医療

用麻薬に関する認識
アンケート調査 1

全てのがん患者及びそ

の家族の苦痛の軽減並

びに療養生活の質の維

持向上

現在自分らしい日常生

活を送れていると感じ

るがん患者の割合

患者体験調査

第3章ーIII　生活支援体制の整備

5 個別施策 指標 データソース 5 初期アウトカム 指標 データソース 5 中間アウトカム 指標 データソース

1 「いばらき　みんなのがん相談室」の周知に努める 1

「いばらき　みんなのがん

相談室」において、県民が

がんに関する様々な不安や

悩みについて気軽に相談で

きる環境を提供

「いばらき　みんなの

がん相談室」の相談件

数

健康推進課資料

がん相談支援センター相談員の質の充実

患者等ががん相談支援

センター相談員指導者

研修を受講した相談員

に相談できるがん相談

支援センター数（人

数）

がん情報サービス

指導者研修全修了

者リスト

2
がん相談センターの利用推

進

がん相談センターにお

ける相談件数
健康推進課資料

3
ＡＹＡ世代の相談支援体制

の整備

多職種からなるＡＹＡ

支援チームを設置して

いる県内のがん診療連

携拠点病院数

現況報告

3
ハローワークの就職支援ナビゲーターによるがん相談支援

センターへの出張相談

ハローワークと連携し

た就労相談の実施医療

機関数

茨城県がん診療連

携協議会相談支援

部会取りまとめ資

料

4
がん相談支援センターに、就労に関する専門家である社会

保険労務士による無料の就労相談窓口を開設

社会保険労務士による

就労相談の実施医療機

関数

茨城県がん診療連

携協議会相談支援

部会取りまとめ資

料

5 ピアサポート事業の充実

ピアサポーターの協力

を得て相談を実施連携

しているがん相談支援

センターの数

茨城県健康推進課

HP
5 ピアサポートの利用推進

ピアサポーター研修参

加者数
健康推進課資料

6
茨城産業保健総合支援センター等が開催する衛生管理者向

けのセミナー開催
セミナー受講者数

茨城産業保健総合

支援センター提供

資料

6

「治療と仕事の両立支援ナ

ビ」を活用するなど、がん

患者と事業所内の理解と協

力を促進

「がん治療中に、職場

や仕事上の関係者から

治療と仕事を両方続け

られるような勤務上の

配慮があった」との回

答者の割合

患者体験調査

7 患者サロンの充実

患者等が参加できる患

者サロンの設置医療機

関数

茨城県がん診療連

携協議会相談支援

部会取りまとめ資

料

7 患者サロンの利用促進 患者サロンの利用者数

茨城県がん診療連携協

議会相談支援部会取り

まとめ資料

2
がん患者の家族へ

の支援

家族の悩みや負担を相談で

きる支援が十分であると感

じているがん患者・家族の

割合

患者体験調査

8 アピアランスケアの視点と知識を持つケア提供者の育成

がん患者のアピアラン

スケアに関する教育研

修受講者数

国立がん研究セン

ター中央病院アピ

アランス支援セン

ター資料

8

ウイッグや乳房補整具の購

入費用を補助するいばらき

がん患者トータルサポート

事業（社会参加サポート事

業補助）を通じて、がん患

者の就労等の社会参加を応

援

いばらきがん患者トー

タルサポート事業（社

会参加サポート事業補

助）申請件数

健康推進課資料 3
外見の変化に起因

する苦痛の軽減

身体的・精神心理的な苦痛

により日常生活に支障をき

たしているがん患者の割合

患者体験調査

2

がん患者が、医療

者に苦痛の表出が

できること

2

がん診療連携拠点病院等

は、二次医療圏内に所在す

る他医療機関からの緩和ケ

アに係るコンサルテーショ

ンへの対応等を通じて、地

域における緩和ケア医療提

供体制をバックアップする

よう努める。

「がん診療連携拠点病

院・地域がん診療病院

（10施設）において、

他医療機関からの緩和

ケアに係るコンサル

テーションに対応した

件数」

がん診療連携拠点病院

等現況報告書もしくは

茨城県がん診療連携協

議会緩和ケア部会から

の提供情報

がん患者が相談を

利用し、役立った

と思えること

1

県及びがん診療連携拠点病院は、引き続き、がん診療に携

わる医師等の医療従事者に対して、緩和ケア研修会を受講

するよう働きかけるとともに、医師会等関係団体と連携し

て、がん診療連携拠点病院以外の病院や診療所に勤務する

医師に対して受講を促す。

1

がん診療連携拠点病院等

は、所在する二次医療圏に

おける専門的緩和ケア提供

施設として、引き続き、入

院患者への苦痛のスクリー

ニングの徹底等、緩和ケア

チームの介入を推進する。

3
神経ブロック、緩和的放射

線照射の提供体制整備
NDB

3

①相談支援センターを利用

したことのある人のうち、

役に立ったと感じるがん患

者の割合、②ピアサポート

を利用したことのある人の

うち、役に立ったと感じる

がん患者の割合

患者体験調査

4
相談支援センターにおける

就労相談の実施

相談支援センターにお

いて、就労相談を行っ

た患者数

茨城県がん診療連携協

議会相談支援部会取り

まとめ資料

1



（注）１枚を４分割して表示しています。
4/4 資料３－４

第五次計画ロジックモデル

番号 番号 番号 番号D　各章の個別施策 C　各章の中間目標 B　各章の最終目標 A　全体目標

第４章　がん登録とがん研究

6 個別施策 指標 データソース 6 初期アウトカム 指標 データソース

1

がん診療連携拠点病院、地

域がん診療病院及び茨城県

がん診療指定病院におけ

る、生存状況把握割合９

０％以上の予後情報を付与

した「院内がん登録生存率

集計」の実施

「院内がん登録生存率

集計」において、生存

状況把握割合９０％以

上であり、集計対象と

なっている医療機関数

院内がん登録事業、茨

城県がん診療連携協議

会　がん登録部会から

の提供資料

QI研究に参加（データ

提出）している医療機

関数

QI研究に参加し、課題

となる指標に対し未実

施理由の採録を行って

いる医療機関数

3 院内がん登録情報の利活用

県HPにおいて、院内が

ん登録情報に基づき、

県内がん診療連携拠点

病院、地域がん診療病

院及び茨城県がん診療

指定病院における診療

情報を公開

公開情報は、茨城県が

ん診療連携協議会　が

ん登録部会から提供

全国がん登録情報の提

供件数
健康推進課調べ

全国がん登録情報を掲

載した資材（パンフ

レット等）を県民に配

布しているイベントの

件数

健康推進課調べ

がん登録情報の利活用の推

進
42 がん登録精度の維持に努める

茨城県におけるMI

比、%DCO
全国がん登録事業

2

がん診療連携拠点病院、地

域がん診療病院及び茨城県

がん診療指定病院に対し、

国立がん研究センターが実

施するQI研究への参加を働

きかける。

茨城県がん診療連携協

議会　がん登録部会か

らの提供資料
1

５大がん以外のがん種について診療を行うがん診療連携拠

点病院、地域がん診療病院及びがん診療指定病院において

院内がん登録実務中級認定者を１名以上配置

５大がん以外のがん種

について診療を行うが

ん診療連携拠点病院、

地域がん診療病院及び

がん診療指定病院のう

ち、院内がん登録実務

中級認定者が配置され

ている施設の数

現況報告

各章の最終目標達成を支える

基盤的な役割


